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あっせん あっせん あっせん 調停 労働審判 通常訴訟
05年度 294 1215 6888 4 － 2446
06年度 300 1243 6924 5 877 2035
07年度 375 1144 7146 62 1494 2246
08年度 481 1047 8457 72 2052 2441
09年度 503 1085 7821 71 3468 3218
10年度 397 919 6390 96 3375 3127
11年度 393 909 6510 98 3586 3170
12年度 338 801 6047 79 3719 3358
13年度 376 710 5712 59 3678 3339
14年度 319 845 5010 77 3416 3256
15年度 343 709 4775 63 3679 3390
16年度 290 596 5123 79 3414 3392
年 度
民 間 機 関 簡易裁判所
社労士会 ADR 弁護士会 ADR 通常訴訟 少額訴訟 民事調停
11年度 48 59 522，639 17，841 63，009
12年度 144 50 403，309 15，897 48，627
13年度 168 65 333，746 13，240 42，821
14年度 208 55 319，070 12，109 40，063
15年度 149 57 321，666 11，542 37，445
注：裁判所については暦年，簡易裁判所については民事事件全体の数字
16年度 109 63 326，170 11，030 35，708
表1 個別的労使紛争処理制度の新規受理件数の推移














































































































































































































































































































































































































































































































































410 松山大学論集 第30巻 第5－1号
認められ，また，ルーマニアでは団体交渉において使用者の代理人になることも認められ
ていることが明らかになっており，これらの国々の制度が，日本の労使紛争処理制度に対
する社会保険労務士の関与の在り方に関して，大きな示唆を与えてくれるものと思われる。
上村俊一「ILO，ヨーロッパも注目する社労士制度」月刊社労士2018年7月号80頁。
60）安西愈「改正社労士法の補佐人業務（最終回）」労働新聞平成27年4月27日号7面。
61）拙著・前掲注5）67頁。
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